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防災学術連携体 緊急発表会 

熊本地震からの復興 
－その課題と基本方向－ 

2016年5月2日 

日本災害復興学会 

中林一樹 

資料：気象庁 

余震の連続が復旧を遅らせている 
一「平成28年熊本地震」１時間毎の地震発生回数ー 

震度７：4月14日21時26分 

震度７：4月14日21時26分 
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資料：気象庁 

熊本地震 

新潟県中越地震 

阪神・淡路大震災 

岩手・宮城内陸地震 

223回 
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確認された断層変位の位置 

国土地理院HP 

東日本大震災の被災者調査「生活復興感」の推移 

１年目、２年目、3年目と 

被災者の生活復興感は 

高まっているが、 

復興感（復興達成感）の 

格差あまり縮まらない。 
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生活復興感を規定する生活回復要因 
－生活復興感と生活回復事項の重回帰分析－ 

主観的生活回復感の設問事項 ２０１２年３月 ２０１３年３月 ２０１４年３月 

毎日の食生活 ．１４２** ．２１８** ．１０５** 

買い物の便 － － － 

医療の状況 － － － 

仕事の状況 ．２５２** － － 

家族の収入 － ．２６６** ．２６９** 

近所や地域のつながり － － ．１１１** 

子供や孫の生活 － － － 

住いの状況 ．４３５** ．３８６** ．４０６** 

通勤・交通の便 － － － 

おでかけの便 － － － 

自治体（まち・集落）の復興 ．１４６** ．１５４** ．１２７** 

R２ （調整済み） ．５１４ ．５５７ ．５８６ 

サンプル数（N値） １，５５４ １，４９８ １，１３６ 

－：除外された説明変数 **：ｐ<0.01 変数投入法：ステップワイズ法 

｢自宅の被害状況｣別の生活復興感（2014年3月）
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東日本大震災の調査からみる 
被災者の｢復興感｣を規定する要因 

• 重回帰分析によると、食生活に代表されるよ
うな「日常生活の回復」、生活の糧としての
「仕事・世帯収入の回復｣、それによって
「住宅再建の見通し」が持て、そして、被災し
た「まち（市街地・コミュニティ）の復興」が見え
てくると、被災者の生活復興感が高まる。

• 「日常生活と仕事を迅速に復旧し、住宅再建
と街を着実に復興する」ことが重要である。

４次元で取り組む｢復興｣ 

①生活復興（家族の日常生活の回復）

  ・・・「個人と家族の日常生活の復旧」 

②住宅復興（住まいの再建・確保）

  ・・・「コミュニティ・サービス・人間関係」 

③産業復興（企業と就業の復興）

  ・・・「産業・地域経済・雇用」 

④地域復興（市街地と社会の復興）

  ・・・「地域基盤・社会基盤・地域活力」 
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（住まいの確保・再建） 

住宅復興 ② 
（被災家族・生活） 

①生活復興

産業復興 
（被災企業・雇用） 

③ 

④ 地域復興

（都市基盤・社会基盤） 

生活・社会・ 
産業・都市の 

復興バランス 

は地域特性 

で異なる 

★都市復興（市街地基盤）は生活・社会・産業の基礎 

復興の基本方向 
Ⅰ 日常生活（食生活）の回復 

（１）長引く避難生活の環境改善・健康管理 

①要配慮者への配慮・・・高齢者、女性、乳幼児、

児童生徒（学校の再開）など、できているか 

②体のケア・・・震災関連死対策は活かされたか

食生活・衛生環境の確保はできているか 

③心のケア・・・「復興への見通し」をもてているか

  「寄り添う支援」「いるだけボランティア支援」 

（２）被災者（地域住民）による「避難所自立運営体制」 

④救助法の全面支援から「自立生活」への展開を

⑤「食生活」の自立化が、日常生活回復の第一歩
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復興の基本方向 
Ⅱ 住まいの確保・住宅の再建 

（３） 避難所から仮設住宅へ 

⑥罹災証明の発行

罹災証明は復興支援のパスポート。余震で 

被害程度が変わることもある。 

⑦「被災者台帳」を『復興支援台帳』に

   みなし仮設住宅に入居した避難者への支援など、 

“最後の一人まで公平に支援”できる体制構築 

⑧人の繋がりを配慮した「仮設住宅」設計と入居

向かい合わせ配置で「出会い空間」の確保を 

⑨地域の繋がりと水害に配慮した建設用地の確保

災
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・ 被災してから 
・ 避難所へ  ・ 避難所で 
・ 自宅が心配 
・ 「り災証明」って、なに？ 
・ 「応急仮設住宅」へ 
・ その他の支援 
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復興の基本方向  
Ⅱ 住まいの確保・住宅の再建 

（４）住宅再建時の「地震地域係数」に関して、 

  安全性能（耐震基準）の配慮ガイドラインで、 

  “被災者に『安心』を”実現すること 

⑩ 東京・愛知・大阪等の「１.０」に対して、

熊本市・阿蘇市・上･下益城郡など「０.９」 

八代市・宇土市・宇城市など「０.８」  

⑪ 断層地帯、亀裂近傍での「宅地」の配慮事

  項のガイドラインを示すことができるか 

（５）「被災ローン減免制度」の周知と、 

専門家による支援体制の確立を 

復興の基本方向 
Ⅲ 仕事（雇用）の確保・生計の回復 

（６）野菜生産の最盛期で、迅速な農業・流通支援 

⑬ 地盤変動による「地下水脈」の変化に配慮した

  農業施設の再建と営農支援で、後継者育成を 

（７）応急仮設住宅の建設事業（県）を被災地支援に 

⑬ 被災地域の建設業者への産業支援として、

建設事業（県）に、地元事業者の参入機会を  

  確保し、被災者の「雇用」の確保を 

（８）「観光業」の再生 

⑭ 災害ボランティアから始まる観光産業の再生

⑮ 文化財の災害復興・再生と「断層遺構」の保存
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国土地理院HP 

南阿蘇・黒川集落と断層亀裂 

国土地理院HP 
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断層亀裂上の建物の崩壊 

国土地理院HP 

朝日新聞デジタル 
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重要施設の再建では 
地震地域係数の改善を 

主な地域 Z 

静岡 1.2 

東京・愛知・大阪・兵庫 1.0 

新潟・高知・熊本・益城 0.9 

福岡・八代・宇土・宇土 0.8 

沖縄 0.7 

静岡県は、国の告示1.0 
だが､圏の構造設計指針で 
地域係数を1.2と定めた。 

復興の基本方向 
Ⅳ 地域基盤の復興・地域社会の強化 
（９）都市基盤施設の耐震性 

⑮ 広域に被災し、大量の避難者の背景となった

  ライフライン施設の耐震性強 

（10）災害時拠点施設の耐震性能強化 

⑯ 庁舎、病院、学校などの耐震性強化のために、

  県・市の構造設計指針で地震地域係数を強化 

（11）断層帯地域の「復興土地利用」の検討 

⑱ 「断層近傍土地利用ガイドライン(仮称)」の検討

（12）地域コミュニティの再生と「地区防災計画」の推進 

⑲ 地域の防災体制・避難所運営の教訓を活かし、

地域コミュニティの強化につなげる社会復興も 
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熊本地震からの復興でも、 
行政と被災者の協働復興が基本方向 

●復興とは行政のためにするのではなく、被災者
のために取り組むべきもの。

●被災者にとって必要な復興の「５の基本理念」

①｢連続復興｣被災直後からの連続性が必要

②｢複線復興｣多様な被災者のニーズに合致

③｢地域こだわり復興｣コミュニティ･地域での

共助により再生を推進 

④｢総合復興｣住宅⇔暮らし⇔地域社会⇔市街地

⑤｢連携復興｣住民⇔住民･行政･市民･企業･専門家

これからの時代の 
「災害復興」の基本方向とは 

• 関東大震災からの帝都復興時代は、器（都市空
間）を近代化して、それに相応しく社会を近代化さ
せる「都市（基盤）復興」が復興戦略。だが、・・・・

• 人口減少高齢化時代に「目指すべき復興」とは、
生活と雇用の迅速な確保で「被災者の顔に笑顔」
が戻り、「地域社会が活性化」し、その社会と生活
に相応しい「地域空間」を無駄なく再生復興するこ
とである。

■ 「一日も早く日常生活を取り戻し、

迅速な復旧、着実な復興を祈念します」 




